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官邸で開催された第２回ＧＸ実行会議。岸田総理はオンラインで出席した。

　　0405　　ひろば　517 号

特  集

国際環境経済研究所 理事・主席研究員
東北大学特任教授（客員） 
U3 イノベーションズ合同会社共同代表

竹
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内 純
す み

子
こ

氏

ＧＸ実行会議
―日本のエネルギーの立て直しと変革に向けて―

　2022 年夏に始まった「GX 実行会議」は、日本のこれからのエネルギー政策にとって、大きな変
換点となるものでした。とりわけ、原子力政策を転換し、原子力発電所の新増設や建て替えに取り組
む姿勢が示されたことは大きな注目を集めました。
　本稿では、この「GX 実行会議」で委員を務めた著者の竹内純子氏が、実際の会議で議論された
内容をあらためて整理し、今後わが国のエネルギー政策がどのように展開していくのか、今なお残さ
れた課題はどのようなことなのか、じっくりと分析を進めます。

政
府
は
2
0
2
2
年
7
月
末
に「
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
」を
設
立
し
た
。

会
議
に
先
立
っ
て
、
経
済
産
業
大
臣
に
兼
務
と
し
て
Ｇ
Ｘ
実
行
担

当
大
臣
を
発
令
す
る
な
ど
、
C
O
2

削
減
を
目
標
と
す
る「
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」を
超
え
て
、
日
本
の
成
長
戦
略
と
し
て
の
Ｇ
Ｘ

（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）を
進
め
よ
う
と
す
る
強

い
意
欲
が
感
じ
ら
れ
た
。
Ｇ
Ｘ
と
は
、
化
石
燃
料
か
ら
ク
リ
ー
ン
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
を
核
と
し
て
、
経
済
・
社
会
、
産
業
構
造
全

体
の
変
革
を
目
指
す
も
の
だ
。
Ｄ
Ｘ（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー

メ
ー
シ
ョ
ン
）と
も
融
合
し
て
、
日
本
と
し
て
の
持
続
可
能
性
を
高

め
て
い
く
こ
と
を
目
指
す
。

Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
は
半
年
で
5
回
と
、
首
相
と
関
係
閣
僚
が
毎
回

出
席
す
る
会
議
に
し
て
は
相
当
高
い
頻
度
で
開
催
さ
れ
た
。
同
会

議
で
交
わ
さ
れ
た
議
論
は
多
岐
に
わ
た
り
、
2
0
2
2
年
12
月
末

に
開
催
さ
れ
た
第
5
回
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で
示
さ
れ
た
基
本
方
針
に

は
、
徹
底
し
た
省
エ
ネ
の
推
進
や
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
以

下
、
再
エ
ネ
）の
主
力
電
源
化
、
原
子
力
の
活
用
、
水
素
・
ア
ン
モ

ニ
ア
の
導
入
促
進
な
ど
を
含
む
14
の
取
り
組
み
と
、「
成
長
志
向
型

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
」の
素
案
が
示
さ
れ
て
い
る
。
26
ペ
ー
ジ

に
及
ぶ
こ
の
基
本
方
針
は
、
2
0
2
3
年
1
月
22
日
ま
で
パ
ブ
リ
ッ

ク
・
コ
メ
ン
ト
を
受
け
付
け
、
そ
の
後
今
年
の
通
常
国
会
で
必
要

な
法
案
審
議
な
ど
、
議
論
の
具
体
化
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
。

Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で
何
が
議
論
さ
れ
た
の
か
、
今
後
わ
が
国
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
く
の
か
に
つ
い
て
整
理

し
た
い
。



【図１】
 低下する日本の電力供給力

27,600

27,000

27,200

26,800

26,400

26,600

26,200

26,000
（年度）202120202019201820172016

27,400

［万kW］

17,500

17,000

16,500
（年度）202120202019201820172016

［万kW］

2,000

1,000

1,500

500
（年度）202120202019201820172016

［万kW］

 日本の発電所設備容量の推移  日本の火力発電所設備容量の推移

 日本の風力・太陽光・地熱発電所設備容量の推移

出所：資源エネルギー庁電力調査統計
※毎年度末の数値（2021年度は最新の1月の数値）
※バイオマス含む

2016年度
2億7452万kＷ
2016年度

2億7452万kＷ
2016年度

1億7439万kＷ
2016年度

1億7439万kＷ

2016年度
906万kＷ
2016年度
906万kＷ

2021年度
2億6919万kＷ
2021年度

2億6919万kＷ

2021年度
1億6824万kＷ
2021年度

1億6824万kＷ

2021年度
1818万kＷ
2021年度
1818万kＷ

533万kＷ
減少

533万kＷ
減少

615万kＷ
減少

615万kＷ
減少

912万kＷ
増加

912万kＷ
増加

　　0607　　ひろば　517 号

2
0
2
2
年
7
月
末
に
開
催
さ
れ
た
第
１
回
会
合
で
は
、
各
委

員
が
自
由
に
問
題
意
識
を
述
べ
る
機
会
が
与
え
ら
れ
た
。
Ｇ
Ｘ
の

必
要
性
や
、
こ
れ
を
成
長
戦
略
と
す
る
こ
と
の
重
要
性
に
つ
い
て
、

意
見
の
相
違
は
ほ
ぼ
な
か
っ
た
と
筆
者
は
認
識
し
て
い
る
。
一
方

で
、
多
く
の
委
員
か
ら
示
さ
れ
た
の
が
、
現
下
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供

給
に
関
す
る
強
い
危
機
感
で
あ
っ
た
。
電
力
供
給
の
ひ
っ
迫
が
頻

繁
に
起
こ
り
、
価
格
の
高
騰
も
著
し
い
。
将
来
に
向
け
て
の
議
論

を
す
る
に
は
、
ま
ず
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造
の
立
て
直
し
を
急

ぐ
べ
き
と
い
う
発
言
が
相
次
い
だ
の
だ
。
経
済
・
社
会
構
造
の
転

換
に
よ
り
付
加
価
値
を
創
出
し
、
国
民
福
祉
の
向
上
に
寄
与
す
る

変
革
を
進
め
る
と
い
う
の
が
Ｇ
Ｘ
の
本
旨
で
あ
る
が
、
足
も
と
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
立
て
直
し
に
向
け
て
す
べ
き
こ
と
の
整
理
が
求

め
ら
れ
た
。

岸
田
首
相
か
ら
は
第
1
回
会
合
の
最
後
に
、
Ｇ
Ｘ
と
整
合
的
な

形
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造
の
立
て
直
し
を
図
る
と
い
う
方
針
に

加
え
て
、「
政
治
が
決
断
す
べ
き
こ
と
に
つ
い
て
す
べ
て
指
摘
し
て
ほ

し
い
」と
い
う
要
望
が
示
さ
れ
た
。
第
2
回
で
筆
者
も
含
め
て
多
く

の
構
成
員
か
ら
指
摘
さ
れ
た
の
は
、
第
一
に
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革

（
本
稿
で
は
読
者
に
な
じ
み
の
深
い「
電
力
自
由
化
」を
使
用
す
る
）

の
制
度
設
計
を
修
正
す
る
必
要
性
、
第
二
に
原
子
力
事
業
立
て
直

し
の
重
要
性
で
あ
り
、
そ
れ
ら
に
政
治
の
決
断
を
求
め
る
意
見
で

あ
っ
た
と
筆
者
は
認
識
し
て
い
る
。

Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で
の
議
論
の
概
要

Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で
の
議
論
の
概
要

電
力
自
由
化
は
な
ぜ
修
正
が
必
要
な
の
か

電
力
自
由
化
は
な
ぜ
修
正
が
必
要
な
の
か

電
力
自
由
化
は
、
競
争
原
理
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
効
率

化
を
促
し
、
電
力
コ
ス
ト
の
低
減
を
期
待
す
る
施
策
だ
。
経
済
成

長
の
停
滞
に
よ
っ
て
設
備
が
余
剰
傾
向
に
な
っ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
な
ど

に
行
え
ば
、
電
気
料
金
が
安
く
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
欧
米

や
日
本
で
2
0
0
0
年
代
に
進
め
ら
れ
た
部
分
自
由
化
に
お
い
て

は
、
電
気
料
金
が
下
が
っ
た
時
期
も
あ
っ
た
が
、
燃
料
価
格
が
下

落
局
面
で
あ
れ
ば
電
気
料
金
抑
制
効
果
が
表
れ
や
す
く
な
る
な
ど
、

評
価
す
る
タ
イ
ミ
ン
グ
に
よ
っ
て「
自
由
化
の
効
果
」に
対
す
る
評

価
は
変
動
す
る
。
わ
が
国
の
自
由
化
に
あ
た
っ
て
は
特
に
、
燃
料

価
格
が
高
騰
し
た
場
合
の
リ
ス
ク
に
つ
い
て
慎
重
に
検
討
す
る
べ

き
だ
っ
た
だ
ろ
う
。

加
え
て
、
今
の
日
本
は
経
済
成
長
が
停
滞
し
、
電
力
需
要
は
減

少
傾
向
に
あ
る
。
効
率
の
悪
い
発
電
所
に
代
わ
っ
て
高
効
率
の
発

電
所
へ
の
新
規
投
資
が
行
わ
れ
る
こ
と
は
、
期
待
し
づ
ら
い
。
安

定
供
給
に
向
け
た
余
裕
を
削
る
こ
と
で
一
時
期
価
格
が
下
が
る
可

能
性
は
あ
る
が
、
根
本
的
な
効
率
改
善
に
は
結
び
つ
き
に
く
い
と

言
え
る
。

電
力
自
由
化
以
降
も
安
定
供
給
が
確
保
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ

と
は
議
論
の
余
地
が
な
い
。
電
気
は「
イ
ン
フ
ラ
中
の
イ
ン
フ
ラ
」で

あ
り
、
電
気
が
途
絶
す
れ
ば
交
通
や
通
信
、
水
道
、
医
療
な
ど
あ

ら
ゆ
る
社
会
イ
ン
フ
ラ
が
機
能
停
止
に
陥
る
。
し
か
し
、
欧
州
は

他
国
と
電
線
や
ガ
ス
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
が
接
続
し
、
油
田
や
岩
塩
層

跡
を
活
用
し
た
巨
大
な
ガ
ス
貯
蔵
施
設
を
持
つ
が
、
わ
が
国
に
は

そ
う
し
た
余
裕
が
な
い
。
わ
が
国
で
は
か
な
り
慎
重
に
自
由
化
の

制
度
設
計
を
行
う
必
要
が
あ
っ
た
が
、
適
切
な
余
裕
を
維
持
す
る

こ
と
へ
の
配
慮
が
十
分
で
は
な
く
、
需
給
ひ
っ
迫
が
生
じ
や
す
く

な
っ
て
い
る
。

そ
も
そ
も
、
C
O
2

削
減
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
価
値
を
、

市
場
で
適
切
に
評
価
す
る
こ
と
は
ま
だ
十
分
で
き
て
い
な
い
。
脱
炭

素
の
実
現
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
を
確
保
す
る
に
は
、
そ
う
し
た

価
値
を
政
策
的
に
評
価
し
、
政
府
が
誘
導
す
る
必
要
が
あ
る
。
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
は
、
18
世
紀
の
産
業
革
命
を
上
回
る
社

会
変
革
で
あ
り
、
長
期
の
移
行
期
間
を
必
要
と
す
る
。
自
由
化
を
修

正
し
移
行
期
間
に
必
要
な
投
資
を
確
保
し
な
け
れ
ば
、
改
革
半
ば
で

と
ん
挫
す
る
だ
ろ
う
。
例
え
ば
い
ま
、
C
O
2

を
大
量
に
排
出
す
る

石
炭
火
力
発
電
を
廃
止
し
て
代
替
と
し
て
天
然
ガ
ス
火
力
を
新
設
す

れ
ば
、C
O
2

削
減
に
寄
与
す
る
。
し
か
し
、2
0
5
0
年
に
は
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
す
な
わ
ち
C
O
2

排
出
を
実
質
的
に
ゼ
ロ
に

す
る
と
な
る
と
、
2
0
5
0
年
に
は
新
設
し
た
天
然
ガ
ス
火
力
発
電

所
は
稼
働
で
き
な
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
2
0
5
0
年
の
脱
炭
素

化
や
2
0
3
0
年
▲
46
％
減
と
い
う
高
い
目
標
が
、
脱
炭
素
投
資

を
た
め
ら
わ
せ
る
こ
と
に
な
り
か
ね
ず
、
移
行
期
間
の
低
炭
素
化
投

資
を
ど
う
確
保
す
る
か
が
問
わ
れ
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
以
降
、
原
子
力
お
よ
び
火
力
発
電
所
の
廃
止
が

進
展
し
、
わ
が
国
の
供
給
力
は
大
幅
に
低
下
し
て
い
る
。
同
じ
時

期
に
お
い
て
再
エ
ネ
は
倍
加
し
て
い
る
も
の
の
、
火
力
発
電
お
よ
び

原
子
力
発
電
の
減
少
幅
が
そ
れ
を
上
回
り
、
発
電
設
備
容
量
が
大

き
く
低
下
し
て
い
る【
図
1
】。
発
電
設
備（
kW
）の
減
少
だ
け
で
な



【図２】
 再エネの導入

1,000

400

600

200

0

800

［GW］

300

150

200

100

50

0

250

［GW］

■ その他
■ バイオマス
■ 地熱
■ 水力
■ 風力
■ 太陽光

出所：経済産業省 資源エネルギー庁『日本のエネルギー　エネルギーの今を知る10の質問』

各国の再エネ発電導入容量（2020年実績） 各国の太陽光発電導入容量（2020年実績）
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原
子
力
事
業
の
立
て
直
し
に
は

原
子
力
事
業
の
立
て
直
し
に
は

何
が
必
要
か

何
が
必
要
か

く
、
電
力
自
由
化
の
進
展
と
再
エ
ネ
導
入
の
拡
大
に
よ
っ
て
、
電

力
各
社
が
燃
料
調
達
に
お
け
る
長
期
契
約
を
減
少
さ
せ
て
お
り
、

「
第
三
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
」と
い
う
べ
き
現
下
の
資
源
価
格
高
騰
が

長
期
化
す
れ
ば
、
発
電
量（
kWh
）の
不
足
に
も
直
面
す
る
。
い
ざ
と

い
う
と
き
の
余
裕
を
誰
が
ど
う
確
保
す
る
の
か
、
そ
の
コ
ス
ト
は
ど

の
よ
う
に
分
担
す
る
の
か
が
自
由
化
後
の
制
度
設
計
の
肝
な
の
だ
。

Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で
は
、
再
エ
ネ
の
導
入
ス
ピ
ー
ド
を
上
げ
る
べ
き

と
い
う
意
見
も
聞
か
れ
た
が
、
わ
が
国
の
こ
の
10
年
間
の
太
陽
光
発

電
の
増
加
率
は
世
界
に
例
を
見
な
い
。
再
エ
ネ
設
備
の
導
入
容
量

（
kW
量
）で
い
え
ば
わ
が
国
は
世
界
第
6
位
、
太
陽
光
発
電
に
限
れ
ば

中
国
、
米
国
に
続
い
て
第
3
位
だ【
図
2
】。
国
土
面
積
当
た
り
の
太

陽
光
発
電
導
入
量
は
突
出
し
た
世
界
１
位
と
な
っ
て
い
る
。
し
か

も
、
最
近
頻
繁
に
発
生
す
る
電
力
の
需
給
ひ
っ
迫
は
、
太
陽
光
発
電

が
発
電
し
な
い
時
に
起
き
て
い
る
。
夏
の
日
暮
れ
時
、
冬
の
曇
天
や

降
雪
な
ど
だ
。
再
エ
ネ
の
中
で
、
導
入
ま
で
の
時
間
が
短
い
の
は
太

陽
光
発
電
で
あ
る
が
、
そ
の
太
陽
光
発
電
を
い
く
ら
増
や
し
て
も
、

現
下
の
需
給
ひ
っ
迫
は
解
消
し
な
い
。

F
I
T
賦
課
金
や
地
域
住
民
か
ら
の
反
発
が
急
増
し
て
い
る
現
状

を
踏
ま
え
、
ど
の
程
度
の
増
加
ス
ピ
ー
ド
で
あ
れ
ば
妥
当
と
考
え
る

の
か
の
ク
ラ
イ
テ
リ
ア
が
示
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、
情
念
的
な
再
エ

ネ
推
進
論
の
域
を
出
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
の
は
残
念
な
こ
と
だ
。

東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故（
以
下
、
福
島
原
発
事

故
）の
直
前
、
当
時
の
民
主
党
政
権
は
非
常
に
野
心
的
な
温
暖
化
対

策
目
標
と
整
合
性
を
と
る
べ
く
、
2
0
2
0
年
ま
で
に
9
基
、
30
年

ま
で
に
14
基
の
原
発
を
新
設
す
る
と
し
て
い
た
。
事
故
後
、
原
発
へ

の
依
存
度
を
低
減
す
る
と
１
８
０
度
の
転
換
を
し
た
こ
と
は
、
事
故

の
重
大
性
や
原
子
力
に
対
す
る
国
民
感
情
を
考
慮
す
れ
ば
当
然
で
は

あ
っ
た
が
、「
原
子
力
を
使
わ
な
い
こ
と
に
よ
る
リ
ス
ク
」へ
の
考
慮

が
あ
ま
り
に
も
欠
け
て
い
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
リ
ス
ク
管
理
そ

の
も
の
で
あ
り
、
事
故
直
後
の
民
主
党
政
権
で
の
方
針
が
、
自
民
党

政
権
に
な
っ
て
か
ら
も
長
年
修
正
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
は
猛
省
さ
れ

る
べ
き
だ
。

1
億
2
0
0
0
万
人
以
上
の
人
口
を
抱
え
、
製
造
業
主
体
の
経

済
を
支
え
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を
確
保
し
、
か
つ
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
を
目
指
す
の
で
あ
れ
ば
、
原
子
力
の
活
用
は
必
須
だ
。
エ

ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
を
巡
る
緊
張
も
高
ま
り
、
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
で

も
多
く
の
委
員
か
ら
、
原
発
の
必
要
性
に
つ
い
て
言
及
が
あ
っ
た
。

こ
れ
を
受
け
て
岸
田
首
相
は
、
原
子
力
の
活
用
を
進
め
る
方
針

を
打
ち
出
し
た
。
大
転
換
と
言
わ
れ
る
が
、
実
は
、
新
た
な
規
制

基
準
に
合
格
し
た
発
電
所
を
活
用
す
る
方
針
は
従
前
か
ら
明
示
さ

れ
て
い
た
。
今
回
の
基
本
方
針
で
は「
再
稼
働
を
着
実
に
進
め
る
」

こ
と
に
加
え
て
、
こ
れ
ま
で
政
府
が「
想
定
し
て
い
な
い
」と
し
て
き

た
新
設
・
建
て
替
え
に
つ
い
て
も
取
り
組
む
こ
と
が
明
示
さ
れ
た
。

「
新
た
な
安
全
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
組
み
込
ん
だ
次
世
代
型
革
新
炉
の

開
発
・
建
設
に
取
り
組
む
」こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
の
だ
。

し
か
し
こ
れ
を
実
現
す
る
に
は
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を
講
じ
る
必

要
が
あ
る
。

第
一
に
、
政
策
の
安
定
性
だ
。
原
子
力
政
策
の
転
換
が
一
時
的
で

は
な
い
こ
と
を
示
さ
な
け
れ
ば
、
立
地
地
域
の
方
々
は
も
ち
ろ
ん
、

原
子
力
産
業
関
係
者
も
疑
心
暗
鬼
に
陥
り
か
ね
な
い
。
ど
の
よ
う
な

技
術
利
用
も
同
様
で
あ
ろ
う
が
、「
今
必
要
だ
か
ら
ち
ょ
っ
と
使
い
た

い
」と
い
っ
た
安
易
な
利
用
は
原
子
力
技
術
で
は
特
に
許
さ
れ
な
い
。

福
島
原
発
事
故
後
、
原
子
力
政
策
大
綱
の
策
定
も
廃
止
さ
れ
、
わ
が

国
の
原
子
力
技
術
利
用
の
方
針
は
、
主
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
で
示
さ
れ
る
の
み
と
な
っ
て
い
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
は
閣

議
決
定
す
る
だ
け
で
あ
り
、
国
会
で
の
承
認
を
得
た
も
の
で
は
な

い
。
よ
り
高
い
レ
ベ
ル
で
原
子
力
の
位
置
づ
け
を
明
示
し
、
進
捗
を

管
理
し
て
い
く
体
制
の
構
築
が
必
要
で
あ
り
、
国
民
お
よ
び
立
地
地

域
へ
の
説
明
責
任
も
そ
の
過
程
で
果
た
し
て
い
く
べ
き
だ
。

第
二
に
、
安
全
規
制
の
適
正
化
と
賠
償
制
度
の
見
直
し
で
あ
る
。

原
子
力
は
潜
在
的
危
険
性
の
高
い
技
術
で
あ
り
、
事
前
予
防（
安
全
規

制
）と
事
後
救
済
制
度（
賠
償
制
度
）の
確
保
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
。

安
全
規
制
の
果
た
す
べ
き
役
割
を
端
的
に
整
理
す
れ
ば
、
施
設
を

運
転
す
る
に
際
し
て
の
安
全
に
関
す
る
必
要
条
件
の
提
示
と
、
そ
の

条
件
に
適
合
し
て
い
る
か
の
審
査
を
行
う
こ
と
だ
と
言
え
る
。
故
・

澤
昭
裕
21
世
紀
政
策
研
究
所
研
究
主
幹
は
、
規
制
の
役
割
を
こ
の
よ

う
に
述
べ
た
う
え
で
、
規
制
委
員
会
が「『
必
要
十
分
条
件
』を
示
そ

う
と
肩
に
力
が
入
っ
て
い
る
の
が
実
態
」で
あ
り
、
そ
れ
は「
安
全
神



【図３】
 わが国の原子力損害賠償法の成り立ちと特色

原子力災害補償専門部会答申（1959年12月12日） 原子力委員会最終決定（1960年 3月 26日）

無過失・無限責任事業者の賠償責任

責任限度額設定

民間保険等の上限賠償措置額

（国会の臨決の範囲内で）
必要な援助賠償措置額を超える場合国家補償賠償措置額を超える場合

行政委員会には
こだわらない賠償処理機関行政委員会の設置

（原子力損害賠償処理委員会）賠償処理機関

民間保険等の上限賠償措置額

（言及なし）

無過失・有限責任

責任限度額設定

事業者の賠償責任

原子力事業者の責任の限
度額は、損害賠償措置の
金額と国家補償額との合
計額

→国家補償についての金
額の定めはなく、事業
者の責任制限額につい
ては規定せず。

出所：原子力白書、原子力委員会月報等より筆者作成
出典：「新たな原子力損害賠償制度の構築に向けて」　21世紀政策研究所
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話
の
世
界
に
再
突
入
す
る
こ
と
で
あ
る
」と
指
摘
し
て
い
る
。
規
制

活
動
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
、
国
会
が
チ
ェ
ッ
ク
機
能

を
果
た
す
体
制
な
ど
も
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ
う
。
米
国
で
は

議
会
が
原
子
力
規
制
機
関
に
対
し
て
も
、
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
有
し
て

い
る
。
規
制
機
関
の
独
立
性
は
重
要
で
あ
る
が
、
孤
立
に
陥
っ
て
は

意
味
が
な
い
。

原
子
炉
等
規
制
法
や
電
気
事
業
法
な
ど
関
連
法
案
の
見
直
し
も
求

め
ら
れ
る
。
検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
の
は
、
原
子
力
発
電
所
の
運

転
期
間
に
関
す
る
規
制
だ
。
わ
が
国
で
は
、
福
島
原
発
事
故
を
経
験

し
、
原
子
力
発
電
所
の
運
転
期
間
を
基
本
的
に
40
年
、
特
別
な
点
検

を
受
け
て
合
格
し
た
場
合
に
は
60
年
ま
で
延
長
で
き
る
と
す
る
規
制

を
導
入
し
た
。
諸
外
国
で
は
原
子
力
発
電
所
の
運
転
期
間
を
定
め
て

い
る
例
は
な
く
、
こ
の
40
年
、
60
年
と
い
っ
た
年
数
に
は
科
学
的
根

拠
は
な
い
。
立
法
時
の
国
会
で
の
議
論
で
は
、
当
時
設
立
途
中
で

あ
っ
た
原
子
力
規
制
委
員
会
に
よ
る
規
制
活
動
が
軌
道
に
乗
っ
た
後

に
、
そ
の
科
学
的
検
証
に
委
ね
る
と
さ
れ
て
い
た
。
立
法
府
の
議
論

と
し
て
は
極
め
て
乱
暴
で
あ
っ
た
が
、
当
時
の
原
子
力
安
全
規
制
に

対
す
る
世
論
に
応
え
る
こ
と
が
優
先
さ
れ
た
の
だ
。

運
転
開
始
か
ら
30
年
を
経
過
し
た
原
子
力
発
電
所
は
、
10
年
ご

と
に
審
査
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
見
通
し
だ
。
徹
底
的
な
審
査

で
健
全
性
を
認
め
ら
れ
た
な
ら
ば
、
そ
の
発
電
所
を
40
年
あ
る
い

は
60
年
と
い
う
期
間
の
経
過
を
も
っ
て
自
動
的
に
廃
止
に
し
て
し

ま
う
こ
と
が
妥
当
か
ど
う
か
の
検
証
が
必
要
と
な
ろ
う
。

本
国
会
で
は
、
運
転
期
間
の
制
限
は
変
更
し
な
い
も
の
の
、
規

制
な
ど
不
可
避
の
理
由
に
よ
っ
て
長
期
で
運
転
停
止
し
た
場
合
に
、

そ
の
期
間
は
除
か
れ
る
こ
と
に
な
る
見
通
し
だ
。
運
転
し
て
い
な

け
れ
ば
中
性
子
線
に
よ
っ
て
取
り
換
え
の
利
か
な
い
原
子
炉
圧
力

容
器
が
傷
む
こ
と
は
な
い
と
の
判
断
に
よ
る
と
考
え
る
の
が
自
然

だ
が
、
原
子
力
の
安
全
性
に
関
わ
る
議
論
で
あ
る
の
で
、
科
学
的

検
証
が
何
よ
り
重
要
だ
。
長
期
運
転
に
よ
っ
て
ト
ラ
ブ
ル
事
象
が

増
加
す
る
と
い
っ
た
関
係
性
が
見
ら
れ
る
の
で
あ
れ
ば
運
転
期
間

の
制
限
を
置
く
べ
き
で
あ
ろ
う
が
、
諸
外
国
に
お
い
て
も
そ
う
し

た
傾
向
は
報
告
さ
れ
て
い
な
い
。
科
学
的
検
証
に
基
づ
く
議
論
を

期
待
し
た
い
。

そ
も
そ
も
こ
の
よ
う
な
議
論
が
必
要
に
な
る
の
は
、
規
制
に
よ
る

停
止
が
あ
ま
り
に
長
期
化
し
て
い
る
か
ら
だ
。
例
え
ば
建
築
基
準
法

な
ど
が
改
正
さ
れ
て
耐
震
基
準
が
厳
し
く
な
っ
た
と
し
よ
う
。
新
築

の
建
物
に
は
法
の
公
布
以
降
直
ち
に
新
し
い
基
準
が
適
用
さ
れ
る
と

し
て
も
、
既
築
の
建
物
に
は
そ
の
後
の
建
て
替
え
な
ど
の
タ
イ
ミ
ン

グ
で
の
基
準
適
応
が
求
め
ら
れ
る
に
と
ど
ま
り
、
少
な
く
と
も
直
ち

に
そ
の
建
物
が
使
え
な
く
な
る
と
い
う
こ
と
は
一
般
的
に
想
定
さ
れ

な
い
。
事
後
に
規
制
基
準
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
場
合
に
既
設
の
建
物

の
利
用
を
禁
じ
る
よ
う
な
こ
と
を
し
て
し
ま
え
ば
、
そ
の
社
会
的
影

響
が
あ
ま
り
に
大
き
い
か
ら
だ
。
し
か
し
原
子
力
発
電
所
の
新
規
制

基
準
へ
の
適
合
審
査
は
、
す
べ
て
原
子
力
発
電
所
の
運
転
を
停
止
さ

せ
る
も
の
と
さ
れ
た
。
実
は
こ
の
よ
う
に
原
子
力
事
業
に
非
常
に
甚

大
な
影
響
を
与
え
る
判
断
も
、
原
子
力
規
制
委
員
会
の
委
員
長
に
よ

る「
私
案
」が
い
つ
の
間
に
か
定
着
し
た
も
の
で
あ
り
、
わ
が
国
の
原

子
力
安
全
規
制
行
政
は
こ
の
よ
う
に
大
き
な
問
題
を
抱
え
て
い
る
の

で
あ
る
。

さ
て
、
ど
れ
だ
け
安
全
性
を
高
め
た
と
し
て
も
、
原
子
力
事
故
へ

の
備
え
は
講
じ
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
が
原
子
力
損
害

賠
償
制
度
で
あ
り
、
わ
が
国
で
も
1
9
6
5
年
に
原
子
力
損
害
賠

償
法
が
制
定
さ
れ
て
い
る
。
原
子
力
損
害
賠
償
制
度
は
各
国
で
似
か

よ
っ
て
い
る
点
が
多
く
、
原
子
力
発
電
事
業
者
は
無
過
失
で
あ
っ
て

も
賠
償
責
任
を
負
う
。
た
と
え
事
故
が
メ
ー
カ
ー
な
ど
他
の
事
業
者

の
責
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
と
し
て
も
原
子
力
発
電
事
業
者
に
賠
償

責
任
を
集
中
さ
せ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
事
業
者
へ
の
免
責
は
極

め
て
制
限
さ
れ
、
紛
争
な
ど
の
場
合
に
限
ら
れ
る
こ
と
が
多
く
、
た

だ
し
賠
償
額
が
一
定
限
度
を
超
え
れ
ば
、
そ
れ
は
国
が
負
担
す
る
と

い
う
の
が
一
般
的
だ
。
民
間
企
業
が
無
限
の
財
布
を
持
っ
て
い
る
は

ず
は
な
く
、
上
限
を
超
え
た
場
合
に
は
国
が
負
担
す
る
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
。

し
か
し
、
日
本
の
場
合
は
国
家
が
補
償
す
る
こ
と
は
明
示
さ
れ

ず
、
電
力
会
社
の
賠
償
額
に
限
度
は
な
い【
図
３
】。
福
島
原
発
事
故

の
賠
償
金
は
10
兆
円
を
超
え
て
い
る
。
資
本
金
は
1
・
4
兆
円
、

純
資
産
は
3
兆
円
強
の
同
社
が
10
兆
円
を
超
え
る
賠
償
金
を
支
払

え
る
の
は
、
国
が
無
利
子
で
資
金
を
貸
し
付
け
て
い
る
か
ら
だ
。

原
子
力
損
害
賠
償
法
の
立
法
当
時
、
法
学
者
た
ち
は
国
の
責
任

あ
る
関
与
を
求
め
て
い
た
が
、
ど
れ
ほ
ど
に
膨
ら
む
の
か
わ
か
ら
な

い
原
子
力
事
故
の
負
担
を
国
が
負
う
こ
と
を
嫌
っ
た
大
蔵
省（
当
時
）

の
反
対
に
よ
り
、
事
業
者
が
無
限
の
責
任
を
負
い
、
国
は「
必
要
と

認
め
る
時
に
支
援
す
る
」と
い
う
曖
昧
な
法
律
に
な
っ
た
の
だ
。

国
の
支
援
が「
資
金
の
貸
し
付
け
」に
と
ど
ま
る
現
行
制
度
の
ま

ま
で
は
、
電
力
会
社
が
原
子
力
利
用
に
積
極
的
に
な
る
こ
と
は
難
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竹た
け
う
ち内 

純す
み

子こ

国
際
環
境
経
済
研
究
所 

理
事
・
主
席
研
究
員

東
北
大
学
特
任
教
授
（
客
員
） 

Ｕ
３
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ズ
合
同
会
社
共
同
代
表

東
京
大
学
大
学
院
工
学
系
研
究
科
に
て
博
士（
工
学
）。

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
法
律
学
科
卒
業
後
、
東
京
電
力
株
式
会
社
で
主
に
環
境
部
門
に
従
事

し
た
後
、
独
立
。

複
数
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
研
究
員
や
東
北
大
学
特
任
教
授
を
務
め
る
。
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
や
内

閣
府
規
制
改
革
推
進
会
議
な
ど
、
多
数
の
政
府
委
員
も
歴
任
。
気
候
変
動
に
関
す
る
国
連
交

渉（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
）に
も
長
く
参
加
し
、
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
提
言
を
続
け
る
。

２
０
１
８
年
10
月U

3innovations

合
同
会
社
を
創
業
。
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
と
協
業
し
、
新

た
な
社
会
シ
ス
テ
ム
と
し
て
のU

tility3
.0

の
実
現
に
向
け
、
ビ
ジ
ネ
ス
か
ら
も
取
り
組
ん

で
い
る
。

２
０
２
２
年
12
月
、
新
刊『
電
力
崩
壊
ー
戦
略
な
き
国
家
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
敗
戦
』（
日
本
経
済

新
聞
出
版
社
）を
上
梓
。

〈
そ
の
他
主
な
著
書
〉

『
誤
解
だ
ら
け
の
電
力
問
題
』（
Ｗ
Ｅ
Ｄ
Ｇ
Ｅ
出
版
）

『
原
発
は“
安
全
”か 

た
っ
た
一
人
の
福
島
事
故
報
告
書
』（
小
学
館
）

『
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
の
２
０
５
０
年　

U
tility3.0

へ
の
ゲ
ー
ム
チ
ェ
ン
ジ
』（
共
著
、
日
本
経
済

新
聞
出
版
社
）

『
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業　

２
０
３
０
へ
の
戦
略　

U
tility3

.0

の
実
装
』（
共
著
、
同
上
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

な
ど

原
子
力
の
し
ん
ど
さ
は
誰
が
担
う
の
か

原
子
力
の
し
ん
ど
さ
は
誰
が
担
う
の
か

し
い
だ
ろ
う
。
金
融
機
関
か
ら
の
資
金
調
達
も
困
難
に
な
る
と
考

え
ら
れ
る
。

第
三
に
、
電
力
自
由
化
の
修
正
だ
。
原
子
力
は
初
期
投
資
も
莫

大
で
、
廃
棄
物
処
分
ま
で
含
め
れ
ば
事
業
期
間
は
超
長
期
に
わ
た

る
。
自
由
化
す
れ
ば
、
発
電
し
た
電
気
に
買
い
手
が
つ
く
の
か
、
い

く
ら
で
買
っ
て
も
ら
え
る
の
か
は
わ
か
ら
な
い
。
そ
う
な
る
と
金
融

機
関
は
高
い
プ
レ
ミ
ア
ム
を
求
め
る
。
資
金
調
達
コ
ス
ト
、
す
な
わ

ち
借
金
の
利
率
が
上
昇
し
て
し
ま
う
の
だ
。
原
子
力
の
よ
う
に
莫

大
な
初
期
投
資
を
必
要
と
す
る
技
術
に
と
っ
て
、
資
金
調
達
コ
ス

ト
の
上
昇
は
致
命
的
で
あ
る
。

西
側
諸
国
で
原
子
力
発
電
の
新
規
建
設
が
停
滞
し
、
日
本
の
メ

デ
ィ
ア
で
は「
世
界
は
脱
原
発
の
潮
流
」な
ど
と
報
道
さ
れ
る
こ
と
も

多
か
っ
た
が
、
電
力
自
由
化
に
よ
っ
て
資
金
調
達
コ
ス
ト
が
膨
れ
上

が
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
成
立
し
づ
ら
く
な
っ
た
影
響
が
大
き
い
。

電
力
自
由
化
と
い
う
、
投
資
回
収
を
不
確
実
に
す
る
施
策
と
最
も

相
性
が
悪
い
の
が
原
子
力
発
電
事
業
で
あ
り
、
わ
が
国
は
こ
の
問
題

に
対
し
て
何
ら
手
を
つ
け
ず
に
自
由
化
を
進
め
て
し
ま
っ
た
の
で
あ

る
。
新
規
建
設
を
期
待
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
米
国
や
英
国
で
導
入
さ

れ
た
原
子
力
事
業
の
予
見
性
を
高
め
る
施
策
が
必
要
と
な
る
。

こ
の
ほ
か
に
も
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
政
策
や
放
射
性
廃
棄
物
処

分
地
の
選
定
、
技
術
・
人
材
の
継
承
、
福
島
の
復
興
と
活
性
化
な

ど
、
難
題
が
山
積
し
て
い
る
。

原
子
力
は
し
ん
ど
い
。
特
に
政
治
的
に
は
で
き
る
だ
け
触
れ
ず

に
済
ま
せ
た
い
テ
ー
マ
で
あ
ろ
う
。
長
期
安
定
を
誇
っ
た
安
倍
政

権
で
も
、
2
0
5
0
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
看
板
政
策
と

し
て
掲
げ
た
菅
政
権
で
も
、
原
子
力
政
策
が
停
滞
し
た
の
は
、
タ

イ
ミ
ン
グ
悪
く
不
祥
事
を
起
こ
し
た
事
業
者
側
に
も
大
き
な
責
任

が
あ
る
が
、
原
子
力
政
策
を
進
め
る
こ
と
の
政
治
的
な
ハ
ー
ド
ル
の

高
さ
を
物
語
っ
て
い
る
と
も
言
え
る
。

こ
う
し
た
中
で
岸
田
政
権
が
原
子
力
事
業
の
立
て
直
し
を
進
め

る
と
明
言
し
た
こ
と
は
大
き
な
一
歩
で
あ
っ
た
と
筆
者
は
評
価
す

る
。
し
か
し
、
そ
の
一
歩
の
先
に
は
茨
の
道
が
続
い
て
い
る
。
Ｇ
Ｘ

実
行
会
議
で
示
さ
れ
た
方
針
に
基
づ
き
、
本
国
会
で
ど
の
よ
う
な

議
論
が
行
わ
れ
る
か
に
注
目
し
た
い
。


